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Ⅰ 三鷹市公契約条例（仮称）（案）の概要 
 

１ 背景 

自治体の提供する公共サービスは、公共施設など社会インフラの整備、施設の

維持管理に関する委託業務など、自治体から発注された多様な公共調達により成

り立っています。 

これら公共調達にかかる契約＝「公契約」の質の確保が、公共サービスの質に

つながっていることから、これまでも市の発注に当たっては、その適正な履行に

向けて取り組んできたところです。 

一方で、現在は担い手不足や物価高騰など、事業者や公共サービスの従事者を

取り巻く環境も変化してきています。 

三鷹市ではこのような中、今後の公共サービスの質の確保及び向上を目指し、

事業者の経営環境への配慮及び公契約に携わる労働者の処遇への配慮を定める

「公契約条例」の制定に向け取り組むこととしました。 

 

２ 検討経過 

検討を進めるにあたり、令和６年 12 月に「三鷹市公契約条例（仮称）の制定に

向けた基本的な考え方」をまとめ、これをもとに、関係する事業者団体や労働者

団体との意見交換を行ったほか、市内事業者へのアンケート調査、知見を有する

外部有識者のヒアリング、他団体の事例研究等の取組を実施し、条例制定の検討

を進めてきました。 

 

３ 条例の方向性 

これまでの検討結果から、三鷹市の目指す公契約条例では、事業者支援の取組

を推進すること、公契約に従事する労働者の適正な労働環境整備が図られること、

公契約の適正な履行が確保されることの３点を基礎とし、必要な規定の整理を行

いました。 

 

４ スケジュール（予定） 

 令和７年 12 月  議案提出 

 令和８年４月   条例一部施行（三鷹市公契約審議会の設置等） 

 令和９年４月   条例全部施行（対象となる契約への適用） 
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Ⅱ 三鷹市公契約条例（仮称）（案）の骨子 
   

１ 条例の目的 

この条例は、三鷹市における公契約（市が締結する工事、製造その他の請負契

約、業務委託契約、売買契約その他の契約並びに公の施設の管理に関する協定

（指定管理協定）をいいます。（＊１））に関しての基本方針を定め、市及び受注

者（市と公契約を締結する者）の責務を明らかにし、受注者の経営環境に配慮し

た取組及び受注業務に従事する労働者等（＊２）の適正な労働環境の整備を推進

するとともに、公契約の適正な履行を確保することにより、一層の公共サービス

の質の向上を図り、もって市民の福祉の増進に寄与することを目的とします。 

 

＊１ 労働条件の確保に係る一部規定は、契約の種別等により適用範囲を定めま

す。 

＊２ 労働者等とは、受注者や受注関係者（＊３)に雇用される者（正社員の他、

パート、アルバイトを含む。）や個人で仕事を請け負って働く事業主（いわゆ

る一人親方）も含むこととします。 

＊３ 受注関係者には、下請業者や再委託先の業者、労働者派遣会社を含むこと

とします。 

 

２ 基本方針 

  この条例の目的の実現のため、事業者支援の取組の推進、労働者の適正な労働

環境の整備及び公契約の適正な履行確保の観点から、市の公契約における基本方

針を規定することとします。これらは、市の入札・契約制度の指針となる内容と

なります。 

(1) 入札及び契約過程における透明性を確保し、公正な競争を促進すること。 

(2) 談合その他の不正行為を排除すること。 

(3) 公正性及び競争性に配慮しつつ、市内事業者の受注機会を確保し、及びその 

活用を図ること。 

(4) 労働者等の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備に配慮すること。 

(5) 市と受注者が対等な関係であることを前提とし、公契約の適正な履行に向け 

取り組むこと。 

 

３ 市の責務 

公契約における市の責務を規定します。 
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(1) 市は、基本方針にのっとり公契約に係る施策を総合的に策定し、実施すること。 

(2) 市の実施する入札及び契約における手続は、公契約の適正な履行を前提として、

社会情勢や受注者の経営環境等に配慮し、適切に運用すること。 

 

４ 受注者の責務 

公契約における受注者の責務を規定します。 

(1) 受注者は、公契約を締結し履行する者としての社会的責任を自覚し、基本方針

の趣旨を鑑み、市が実施する公契約に係る施策に協力するよう努めなければな

らないこと。 

(2) 労働者等の適正な労働条件の確保その他の労働環境の整備に努めなければなら

ないこと。 

 

５ 適用範囲 

この条例のうち、労働報酬下限額の遵守など労働条件の確保に関する一部の規

定については、工事又は製造の請負契約、業務委託契約及び指定管理協定に適用

します。その適用範囲は、契約種別・金額・業務内容等により定めることとしま

す。 

なお、条例施行後の運用実績や事業者への影響等を勘案した上で、一定期間を

経たのち、適用範囲拡大を見据えた見直しを行う想定です。 

 

６ 労働者等の労働報酬 

５に定める適用範囲に該当する公契約において、受注者及び受注関係者は、労

働者等に対し、市が定める労働報酬下限額以上の額の労働報酬を支払わなければ

ならないことを規定します。 

市は本規定の趣旨を盛り込んだ契約を受注者と取り交わすことになります。 

 

７ 労働報酬下限額の決定等 

市は、労働報酬下限額の決定に当たっては、第三者性・適正性を確保した審議

会（外部有識者、事業者団体及び労働者団体から構成）に意見を聴かなければな

らないこととします。また、労働報酬下限額を決定したときは、これを告示する

こととします。 

なお、労働報酬下限額の検討の際は、国等が定める公定の基準等を参考とし、

実勢との整合を図ることとします。 
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８ 労働報酬下限額の実効性確保のための事項 

  労働者等に対し、労働報酬下限額以上の労働報酬が適切に支払われるために 

必要な規定を整備します。 

 

 (1) 労働環境の報告 

受注者は、労働報酬下限額の遵守状況の他、労働者等の労働環境に係る報告書

を市に提出するものとします（報告書(案)は別紙のとおり）。 

 (2) 労働報酬に係る連帯責任 

   受注者は、受注関係者が労働者等に対して支払った労働報酬の額が労働報酬

下限額を下回るときは、受注関係者と連帯して、その不足額を支払わなければ

ならないこととします。 

(3) 労働者等の申出 

労働者等は、労働報酬の額が労働報酬下限額を下回るときは、市、受注者又は

受注関係者に対し、その事実の申出をすることができることとします。 

 (4) 不利益取扱いの禁止 

受注者は、労働者等の申出を受けたときは、その申出をした労働者等について、

解雇、請負契約又は業務委託契約の解除その他の不利益な取扱いをしてはならな

いこととします。 

(5) 報告、立入調査及び是正措置 

市は、労働者等の申出を受けた場合や公契約の遵守状況を確認する必要がある

と認められる場合は、受注者又は受注関係者に対し、必要な報告を求めることが

できること、又は、事業所等への立入調査ができるものとします。その結果、受

注者又は受注関係者が約定事項を履行していないと認めるときは、受注者又は受

注関係者に対して、是正するための必要な措置を講ずることを求めることができ

ることとします。 

(6) 公契約の解除及び公表 

市は、受注者又は受注関係者が、前号に基づく報告や立入調査の求めに応じな

い場合や、虚偽の報告等を行うなど不誠実な対応をした場合は、当該公契約の解

除をすることができることとします。 

また、公契約を解除したときは、その旨を公表することができることとします。 

 

９ 約定する事項 

市は、５に定める適用範囲に該当する公契約において、労働報酬下限額に係る

事項のほか、労働者の労働環境整備のため必要な事項を、受注者との契約で約定

することとします。 
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 ■約定事項 

項 目 内 容 

(1)労働関係法

令の遵守 

受注者は、労働者等に係る労働条件に関して、関係法令の

規定を遵守しなければならないこと。 

(2)受注者と受

注関係者との契

約 

受注者は、受注関係者と契約を締結するときは、受注者自

らが遵守すべき約定事項について当該受注関係者が遵守する

ことになるよう、約定しなければならないこと。 

(3)労働環境の

報告 

※８項(1)のとおり 

(4)労働報酬に

係る連帯責任 

※８項(2)のとおり 

(5)労働者等に

対する周知 

受注者は、労働報酬下限額その他必要な事項を作業所等の

労働者等が見やすい場所に掲示し、又は労働者等に対し当該

事項を記載した書面を交付し、周知しなければならないこ

と。 

(6)不利益取扱

いの禁止 

※８項(4)のとおり 

(7)報告、立入

調査及び是正措

置 

※８項(5)のとおり 

(8)公契約の解

除及び公表 

※８項(6)のとおり 

(9)損害賠償責

任 

受注者は、市が公契約の解除等をした場合において、当該

公契約の解除等により市に損害が生じたときは、その損害を

賠償しなければならないこと。 

(10)公契約の解

除に係る違約金 

市は、公契約の解除をしたときは、受注者に対し違約金の

支払を求めることができること。 

(11)労働者等と

の契約条件 

受注者は、労働者等と請負契約又は業務委託契約を締結し

ようとするときは、(1)の項の関係法令の趣旨を尊重した契約

条件としなければならないこと。 

(12)継続雇用 受注者は、継続性のある業務に関する公契約を締結すると

きは、当該業務に従事する労働者等の雇用の安定並びに当該

業務の質の維持及び継続性の確保に配慮し、当該公契約の締

結前から当該業務に従事していた労働者等のうち希望する者

を雇用するよう努めること。 
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10 公契約審議会の設置 

市長の附属機関として、三鷹市公契約審議会を置くこととします。 

審議会では、労働報酬下限額の他、公契約に関し必要と認められる事項につい

て、市長からの諮問を受け、調査・審議します。 

なお、公契約に関係する事業者や労働者は、本条例に関する申出をすることが

でき、市長はその申出も踏まえながら、諮問内容を決定することとします。 

また、第三者性・適正性を確保するため、審議会の委員構成は学識経験者２人、

事業者団体２人及び労働者団体２人の計６人以内とします。 

 


